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建設会社として
2011年3月11日、宮城県三陸沖を震源とする巨大地震が発生し、大津波が沿岸部に押し寄せました。
戸田建設は、地震発生直後から速やかに対応に着手し、社会を支える建設会社として
被災地の復興に向け全力で取り組んでいます。

に、先発隊として3名の応援社
員を派遣。その後も各支店から
救援物資を集め、それらは千葉
県の松戸工作所に集積して順
次東北支店に配送しました。人
的支援についても、3月15日に
は本隊として15名、その後は人
員を補充、入れ替えをしながら延べ75名（7月末時点）を派遣
しています。

現地と連絡を密に、全社をあげて対応

　現地での対応については、本
社の災害対策統括本部と東北
支店の現地対策本部が密接に
連携して進めました。テレビ会
議システムを活用して2つの本
部を結び、連絡・調整を行いな
がら対応。なお、このテレビ会議
は、仙台市の停電が解消した3月12日から毎日実施しました。
　さらに3月30日には、全国の支店長を本社に集めて震災対
策支店長会議を開催し、情報および意思の共有を図りました。
また同日、本社に復興対策室を新設するなど支援体制を強化
し、全社をあげて被災地の復旧に取り組みました。

建設会社として被災の調査・復旧に取り組む

　復旧活動の最前線に立つ現地対策本部が最初に着手した
のは社員の安否確認です。地震発生の直後に、BCP（事業継
続計画）の一環として導入済みの「安否確認システム」を発動。
電話が通じないなどの混乱があったものの、3月14日10時まで

特集1　東日本大震災への対応

に全社員の無事を確認しました。
　また、作業所、竣工物件の確認も即時に実施しました。震災
発生翌日からは本格的な情報収集に着手し、本社や他支店か
らの応援社員と力を合わせながら、被災状況の診断や応急復
旧工事を進めました。調査・復旧対応にあたった物件は、7月
末時点で約1,250件に至っています。また、これらの調査・復
旧については、当社が施工したもののみならず、お客さまのご
要望に応じて、さまざまな対応を実施しています。

東日本大震災から学ぶこと
　東日本大震災の対応では、あらかじめ策定していたBCPのし
くみを活用できました。災害対策統括本部などの組織もその一
環であり、安否確認システムや災害復旧支援システムなどもス
ムーズに稼働できました。また、2006年より毎年、本社・支店
で総合震災訓練を実施しており、地震時の緊急対応において
もこれら訓練での経験が大きく役立ちました。
　しかしその一方で、想定外とも言える大震災であったこともあ
り、不備な点も浮かび上がってきました。食料や燃料の不足な
どはその一例です。今後は被災地の復興に向けて継続的に取
り組むとともに、これらの反省を踏まえてBCPのさらなる充実を
図っていきます。

震災発生直後から、対策本部にて速やかに対応

　3月11日14時46分頃、宮城県仙台市にある戸田建設東北
支店も大きな揺れに襲われました。天井まで届くような可動棚
が倒れるなど社内は騒然とした状態になり、ライフラインが停止。
しかし、揺れが治まり、落ち着きを取り戻すとともに、部門横断
的な現地対策本部を立ち上げ、速やかに対応に着手しました。
　時を同じくして地震発生直後、戸田建設本社も災害対策統
括本部を設置。東北および首
都圏における社員の安否確認、
被災状況の把握、被災地支援
の検討を実施しました。
　翌3月12日、本社より、食料・
水などの救援物資をトラック4
台で東北支店に送り出すととも

全支店から集めた支援物資をトラッ
クで輸送

　東日本大震災発生後、本校建築工事現場責任者の方に迅速な
建物診断を実施していただきました。その結果「若干の損傷はありま
すが、建物の使用には差し支えません」との助言をいただき大変安心
しました。近隣の建物と比較しても被害が軽く、学生たちに安心して
授業を行うことができるのも、しっかりしたつくりの建物であるが故と感
じております。
　不幸にも保護者が亡くなった学生や自宅が被災した学生もおりま
すが、皆少しずつ元気を取り戻し勉学に専念しています。その姿を見
るにつけ皆さまのサポートがあればこそとの思いと同時に、日々 多くの
目に見えない力に励まされております。
　最後に、この震災によりお亡くなりになった方 に々哀悼の意を表すと
ともに、これからの一日も早い復興をお祈り申し上げます。

迅速な対応や建物の耐震性の高さに
大きな安心感を抱きました

お客さまの声

　今回の震災では、初めて経験する巨大な地震であったにもかかわ
らず、東北支店では全員が無事で、即座に現地対策本部を立ち上
げることができました。それが可能だったのも、BCPをはじめ緊急時
の対応を全社員で共有できていたからだと思います。
　震災直後は食料も乏しく入浴もできないような厳しい環境でしたが、
本社からいち早く届いた救援物資や応援社員の支援によって速やか
に対応することができました。救援物資についてはお客さまや協力会
社、さらには市町村の避難所にもお届けしています。
　見慣れた風景が一変してしまった被災地に立つと、正直気力が
萎えそうになることもあります。そんな私たちにとって何よりの支えとな
るのは、「オール戸田」という組織のバックアップ。この大震災を乗り
越えるのだという強い意志を持続させ、戸田建設すべての力を合わ
せて復興に取り組んでいきたいと思っています。

「オール戸田」という組織の力で
強い意志を持って復興を支援

東北支店 総務部長　神津 雄二

社員の声

復興対策室を新設し東北支店の支
援体制を強化

地震発生後の初動対応

社長が東北支店を訪れ組織として
の支援を社員に約束

地震発生時、作業所・竣工物件の被害・対応状況の一元管理を行う
災害復旧支援システム「TIP-DR」「DR-Map」のほか、作業所において作
業員の安全を確保する現場地震速報システム「ユレキテル」など独自の
開発技術により、災害復旧支援体制を整えています。

戸田建設のBCP支援システム

「DR-Map」

「TIP-DR」「ユレキテル」

学校法人 東杜学園 国際マルチビジネス専門学校
理事長・校長　野口 友子氏

・地震発生直後、災害対策統括本部（本社）、現地対策本部
（東北、東京、千葉、関東、横浜、名古屋支店）を設置

・安否確認システム（社員安否確認）、災害復旧支援システム
（作業所、竣工物件調査）を発動

・自社施設、近隣等の被災状況を調査

・災害対策会議を開催（TV会議）　※以後、1日1～4回開催

・竣工物件に対する本格調査を開始

・全社員宛てに社長通達「東北地方太平洋沖地震に関する
当社の対応について」を発信

・応援社員3名（先発隊）を派遣、救援物資（食料等）を輸送

・安否確認システムにて安否確認メールを再送

・全社員の安全を確認

・応援社員15名（本隊）を派遣、救援物資（食料、燃料、衣
料品等）を輸送
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1894年 日清戦争開戦
1896年 第1回オリンピック開催

1902年 日英同盟
1904年 日露戦争開戦

1914年 第一次世界大戦開戦

1923年 関東大震災
1929年 世界恐慌

1933年 昭和三陸地震
1939年 第二次世界大戦開戦

1945年 第二次世界大戦終戦
1947年 ベビーブーム（～1949年）

1955年 日本経済高度成長期（～1973年）
1956年 水俣病発生

1964年 東京オリンピック開催
1964年 東海道新幹線開通
1968年 大気汚染防止法制定 
1969年 東名高速道路全線開通

1970年 日本万国博覧会開催
1972年 札幌オリンピック開催
1973年 第一次オイルショック
1979年 第二次オイルショック

1982年 東北新幹線開業
1985年 プラザ合意（急激な円高に）
1989年  昭和天皇崩御。元号が平成に

1995年 阪神・淡路大震災
1997年 京都議定書採択
1998年 長野オリンピック開催

2005年 愛・地球博（日本国際博覧会）開催
2008年 北海道洞爺湖サミット開催

2011年 東日本大震災

戸田建設株式会社
1963年 社名を戸田建設へ改称
1965年 戸田建設災害防止協力会発足
1967年 経営方針策定
1969年 株式公開

1972年 本格的に海外進出開始

1981年 創業100周年
1981年 財団法人戸田育英会設立
1982年 TQC推進中央委員会発足

1999年 ISO14001認証取得

2000年 建設業界初　ゼロエミッション達成
2001年 人事制度に成果主義評価導入
2002年 企業倫理委員会、監査部ほか設置
2002年 グリーン調達ガイドライン制定
2003年 企業行動憲章制定、行動規範改定
2005年 執行役員制度導入
2006年 BCP（事業継続計画）策定

戸田方
1881年 請負業を開始

株式会社戸田組
1936年 株式会社戸田組に組織変更

1940年 社報を創刊
1946年 戸田組職員組合設立
1949年  建設業法上の建設業者登録

戸田組
1908年 戸田方を戸田組と改称

1910年 日英博覧会
（ロンドン開催）工事へ参加

1924年 横浜営業所開設
1924年 名古屋・大阪・福岡・仙台に

営業拠点開設

戸田利兵衛

2011年 創業130周年

2020年 CO2排出量40％削減目標

2007年 内部統制推進室設置
2007年 企業行動憲章、行動規範改定
2008年 東京職長会発足
2009年 人事制度に成果と行動評価導入

2010年 ブランドメッセージ
「人がつくる。人でつくる。」発表

2010年 エコ・ファースト
企業認定

1989年 人事制度に職能を反映

1990年 戸田建設全国連合利友会発足
1991年 完全週休2日制導入
1994年 戸田建設地球環境憲章制定
1994年 戸田建設行動規範制定
1995年 建設業界初 ISO9001認証取得
1998年 環境保全活動報告書第一号

（CSRレポートの前身）発行
1999年 ホームページ開設

特集2  戸田建設創業130周年
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感謝を力に
皆さまとともに
創業以来培ってきた「ものづくりの心」を大切に、
これからもステークホルダーの皆さまから信頼される企業として
成長を続けていきます。

2020

2011年は、1881年（明治14年）に初代・戸田利兵衛が「戸田方」と称して請負業を始
めてから130周年を迎えます。その間、当社は社会とともに歩み「建設を通じて社会福祉
の増進に貢献する」を経営方針に掲げて、安心・安全で快適な社会の構築に向けた事
業活動を続けてきました。この130年間の数多くの苦難を乗り切ることができたのは、ス
テークホルダーの皆さまからの信頼を得てきたからにほかなりません。これからも基本理念
を忘れず社会から信頼され、期待される企業として成長を続けていきます。
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130周年を記念したロゴマークのデ
ザインを社員から募集。応募総数
83件の中から、皆さまに支えられて
きた感謝の気持ちを
表現したこのマーク
が選ばれました。

支えられて支えられて

130周年のロゴマーク

スタジオアルタ
（1980）

●東京都健康プラザ
「ハイジア」（1996）
●長野運動公園
総合市民プール（1997）

ナディアパーク
ビジネスセンタービル

（1996）

戸
田
建
設
の
代
表
作

●東京都第一庁舎（1957）
●旭川市庁舎（1958）

龍ヶ崎カントリー倶楽部
（1958）

●日英博覧会工事
（ロンドン）（1910）

慶應義塾
創立50周年記念図書館

（1912）

●大崎跨線橋（1936）
●日本製鉄釜石港
突堤工事（1939）

●栃木県庁舎（1939）

朝香宮邸
（東京庭園美術館）
（1933）

井の頭線 渋谷～吉祥寺間第一工区
（1933）

●福岡市美術館（1979）

大阪万博工事
（スイス館ほか）
（1970）

飯田ダム
（1991）

●昭和女子大学人見記念講堂（1980）
●筑波センタービル（1982）
●京都駅南口再開発アバンティ（1982）
●横浜STビル（1987）

対馬空港整備
（1983）

世
の
中
の
動
き

●新八重洲ビル（1961）
●日本経済新聞本社ビル（1964）
●東海道新幹線多摩工区（1964）

大原立体交差
（1969）

●仙台鉄道登米線第一工区（1921）
●東京府商工奨励館（1921）
●大井ダム（1923）
●学士会館（1928）

早稲田大学
大隈記念講堂

（1927）

C
S
R
に
関
す
る
戸
田
建
設
の
主
な
取
り
組
み

老ノ坂亀岡バイパス橋
（1988） 横浜国際平和会議場・

ホテル棟
（1991）

駒沢陸上競技場
（1964）

箱根バイパス天狗橋
（1961）

●山田川ダム（2005）
●栃木県庁行政棟（2007）
●新潟記念病院（2007）
●国道二号岡山市内
立体高架橋（2008）

みなとみらい２１線馬車道駅
（2004）

TODA BUILDING 青山
（2011）

Wコンフォート
タワーズ
（2005）

丸の内オアゾ
（2004）




